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・外郭団体（１１団体）の見直し
　（任意団体の法人化：２団体）

・外部監査結果に基づく改善の実施（１００％）
・情報セキュリティ事故：０件

・地域ミニ市政懇談会の拡大（年４回⇒１０回）
・パブリックコメント実施要綱の制定☆
・市民活動のフリーマガジン（情報誌）の発行
（年６回、１３万部発行）
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・人材育成方針に基づく職員研修体系の再構築
・課長級職員の民間からの公募（２００８年度採用）

・人事考課制度の実施（２００８年度）
・諸手当の見直し（年間２，０００万円削減）

・職員数適正化（正規職員２７８人減）☆
・市民病院の地方公営企業法の全部適用
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・施設の計画的維持管理
（市有建築物、道路、下水道）

・情報システムの経費削減
（１億円削減）☆
・広告料収入の増加（年間３００万円）

・経常収支比率：８７．１％　⇒　８５．４％☆
・財政調整基金積立額：６０億円　⇒　７０億円
・インセンティブ予算制度の充実
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　財政見通しは平成１８年度決算の状況と市税など最新のデータをもとに試算し直しました　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※単位はすべて百万円です。

５か年合計２０１１年度
（平成２３年度）

２０１０年度
（平成２２年度）

２００９年度
（平成２１年度）

２００８年度
（平成２０年度）

２００７年度
（平成１９年度）　

４２８，１６１８５，１２６８５，１２９８５，４１４８５，７０２８６，７９０歳入（一般財源）
３４８，５２６７０，２５８６９，９８１６９，５６８７０，０６５６８，６５４市税
７９，６３５１４，８６８１５，１４８１５，８４６１５，６３７１８，１３６その他

４３３，１６１８５，７３６８５，３６８８７，７６２８７，５０５８６，７９０歳出（一般財源）
１８３，４６３３６，０２５３５，９０８３６，７８９３７，１３４３７，６０７義務的経費
１０３，５６７２０，０６３２０，３７８２０，９７９２０，７８１２１，３６６人件費

　
　

１３，３９７２，３３０２，５９８２，９７２２，６３７２，８６０うち退職手当
（定年退職者分）

４４，４４１９，５４４９，２２１８，９１０８，６０８８，１５８扶助費
３５，４５５６，４１８６，３０９６，９００７，７４５８，０８３公債費
２４９，６９８４９，７１１４９，４６０５０，９７３５０，３７１４９，１８３その他の経費
７２，２３８１４，０１１１３，７６０１５，２７３１４，６７１１４，５２３繰出金
１３３，０４４２６，６００２６，６００２６，６００２６，６００２６，６４４経常事業費
４４，４１６９，１００９，１００９，１００９，１００８，０１６政策的事業費

　人件費：定員管理計画による職員数の減に伴い、減少していく見込です（定年退職者数のピークは２００９年度）。
　扶助費：少子高齢化などの影響により、増加していく見込です（児童手当費、自立支援給付費、生活保護費等）。
　公債費：過去に発行した高い金利の市債が返し終わること、また金利の低いものへ借り換えること等により、減少していく見込です。

▲５，０００▲６１０▲２３９▲２，３４８▲１，８０３０収支不足額（歳入－歳出）
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８８０市税徴収率向上による増収見込額
３，７５０経常事業費（その他の経費の一部）の縮減見込額
３７０人件費の縮減（時間外手当の圧縮・特殊勤務手当の見直し）見込額
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・公共施設跡地の活用方法の決定（１６箇所）☆

・税金等のコンビニエンスストア納付の拡大
（１科目⇒６科目）☆
・駅前連絡所の早朝開所 ･週７日開所の実施☆
・町田市民病院機能評価認定取得（２００７年度）

・公立保育園の民営化（２園）
・ごみ収集業務の委託化
　　（不燃ごみ収集委託化：１００％）
　　（可燃ごみ収集委託化：６３％）

☆印は第一次素案から追加・修正したものです。☆印は第一次素案から追加・修正したものです。


